
Ｔ＆Ｄ保険グループの大同生命保険株式会社（社長：北原 睦朗）は、全国の中小企業経営者を対象
としたアンケート調査「大同生命サーベイ」を、2015年10月から毎月実施しています。
今般、「自然災害・感染症への備え」について調査した2021年7月度レポートを公表します。

［調査企業数 9,818 社］

２０２１年８月２０日

各 位 大 同 生 命 保 険 株 式 会 社

代表取締役社長 北原 睦朗

お問合せ先 広報課（kouhou@daido-life.co.jp）

⾃然災害・感染症への備え
〜中⼩企業経営者アンケート「⼤同⽣命サーベイ」2021年7⽉度調査レポートの公表〜

事業の継続に⽀障をきたすと想定しているリスクは、「⾃然災害」 が65％と最も多く、前回調査
(2020年8⽉)で最多となった「感染症の流⾏」(62%)を上回る結果となりました。
BCP(事業継続計画)を「策定している」が13%と前回調査(2020年8⽉)から2pt増加した⼀⽅で、

いまだ約9割の企業が「未策定」となっています。
BCPを策定している企業の84％が、策定後のフォローや⾒直しなど、BCPが有効に機能するため

の取組みを継続しています。

＜ポイント＞

①事業の継続に支障をきたすと想定している リ ス ク

※複数回答
(％)

② Ｂ Ｃ Ｐ の 策 定 状 況
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ﾘｽｸ（製品の
欠陥、機械の
操作ミス等）
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2021年7月（n=9,395) 2020年8月（n=10,061)

③ＢＣ Ｐ策定後のフ ォ ロ ー
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策定後にフォロー・
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＜調査概要＞

＜参考：過去の個別テーマ（直近１年）＞

2021年 7月 自然災害・感染症への備え

6月 在宅勤務（テレワーク）とデジタル化の取組状況

5月 コロナ禍の資金繰りと金融機関との関わり

4月 ２回目の緊急事態宣言の影響とウィズ･コロナ時代に向けた事業展開

3月 社員の働きやすい環境づくり

2月 中小企業のがん対策の取組み状況

1月 ウィズ・コロナ時代の販路開拓と新商品の開発・サービス提供

2020年 12月 2020年の振り返りと2021年への期待、情報セキュリティ対策

11月 健康経営の取組み状況

10月 コロナ禍における人材確保・人材育成

9月 事業承継と後継者育成

8月 自然災害・新型コロナウイルス等の感染症への備え

⼤同⽣命WEBサイトで「⼤同⽣命サーベイ」のバックナンバーをご覧いただけます。
https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/

・ 調査期間 ： 2021年7月1日～7月28日

・ 調査対象 ： 全国の企業経営者 9,818社 (うち約6割が当社ご契約企業)

・ 調査方法 ： 当社営業職員が訪問またはＺｏｏｍ面談により調査

・ 調査内容 ： ［定例］ 景況感 ［個別テーマ］ 自然災害・感染症への備え

https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/
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中小企業経営者アンケート

「大同生命サーベイ」

2021年7月度調査レポート

大同生命WEBサイトで調査レポートの
バックナンバーをご覧いただけます。

＜2021年7月度調査テーマ＞

自然災害・感染症への備え

• 事業の継続に⽀障をきたすと想定しているリスクは、「⾃然災害」 が
65％と最も多く、前回調査(2020年8⽉)で最多となった「感染症の流
⾏」(62%)を上回る結果となりました。

• BCP(事業継続計画)を「策定している」が13%と前回調査(2020年8
⽉)から2pt増加した⼀⽅で、いまだ約9割の企業が「未策定」となっ
ています。

• BCPを策定している企業の84％が、策定後のフォローや⾒直しなど、
BCPが有効に機能するための取組みを継続しています。

https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/

https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/


© Daido Life Insurance Company 2021

地域
全体(占率)

北海道 東北 北関東
(※1)

南関東
(※2)

北陸・
甲信越

東海 関西
(※3)

中国 四国 九州・
沖縄

全体 9,818 (100.0) 336 613 933 2,100 835 1,085 1,684 895 226 1,111

業
種

製造業 1,804 ( 18.4) 25 68 211 319 217 283 378 159 41 103

建設業 2,219 ( 22.6) 92 181 241 425 196 233 304 215 46 286

卸・小売業 2,215 ( 22.6) 69 138 164 461 180 230 442 206 48 277

サービス業 3,210 ( 32.7) 133 203 283 842 213 287 499 280 79 391

その他 283 ( 2.9) 13 22 27 44 17 41 45 28 9 37

無回答 87 ( 0.9) 4 1 7 9 12 11 16 7 3 17

従
業
員
規
模

5人以下 4,501 ( 45.8) 122 281 471 1,093 337 471 770 398 85 473

6～10人 1,942 ( 19.8) 63 130 165 418 173 195 314 174 50 260

11～20人 1,432 ( 14.6) 66 84 142 252 137 171 253 131 38 158

21人以上 1,834 ( 18.7) 77 117 151 316 175 234 331 179 49 205

無回答 109 ( 1.1) 8 1 4 21 13 14 16 13 4 15

創業年数 企業数 (占率)

10年未満 1,053 (10.7)

10～30年未満 2,374 (24.2)

30～50年未満 2,913 (29.7)

50～100年未満 2,851 (29.0)

100年以上 346 ( 3.5)

無回答 281 ( 2.9)

年齢 企業数 (占率)

40歳未満 486 ( 5.0)

40歳代 1,993 (20.3)

50歳代 2,920 (29.7)

60歳代 2,548 (26.0)

70歳以上 1,693 (17.2)

無回答 178 ( 1.8)

＜回答企業の属性＞

※１：北関東 → 茨城・栃木・群馬・埼玉 ※２：南関東 → 千葉・東京・神奈川 ※３：関西 → 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

1

性別 企業数 (占率)

男性 8,970 (91.4)

女性 758 ( 7.7)

無回答 90 ( 0.9)

＜調査概要＞

・ 調査期間 ： 2021年7月1日～7月28日

・ 調査対象 ： 全国の企業経営者 9,818社 (うち約6割が当社ご契約企業)

・ 調査方法 ： 当社営業職員が訪問またはＺｏｏｍ面談により調査

・ 調査内容 ： ［定例］ 景況感 ［個別テーマ］ 自然災害・感染症への備え

＜調査結果のご利用にあたって＞

・本資料は「大同生命サーベイ」の調査結果の開示を目的としており、当社の統一的な見解を示すものではありません。

・本資料は当社の著作物であり、著作権法に基づき保護されています。

引用する際は、「出所：大同生命サーベイ(XXXX年XX月度調査)」と明記ください。

・本資料に基づく決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。

・本資料は、生命保険契約の募集を目的としたものではありません。

・本資料で表示する「回答率(％)」等は、小数点第１位(景況感は小数点第２位)を四捨五入しています。

また、特に記載がない場合、「無回答」を除いて集計しています。

・「大同生命サーベイ」は、当社ご契約企業を中心に実施しており、各調査結果に若干の偏りが生じる場合があります。

大同生命では、中小企業の景況感や経営課題の解決に向けた取組みなどに関するアンケート調査
「大同生命サーベイ」を2015年10月から毎月実施し、経営者の皆さまに、経営のヒントとして
お役立ていただくことを目的として、調査結果を「月次レポート」としてお届けしています。
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2021年7⽉度調査のポイント

「⾃然災害・感染症への備え」
災害発⽣時の被害を最⼩限に抑えつつ、事業を継続・早期復旧するためには、⽇頃からの備えが重要です。
今回は防災や事業継続に対する意識や考えについて調査しました。

①事業の継続に支障をきたすと想定している リ ス ク

※複数回答
(％)

②Ｂ Ｃ Ｐの策定状況

• 事業の継続に⽀障をきたすと想定しているリスクは、「⾃然災害」 が65％と最も多く、前回
調査(2020年8⽉)で最多となった「感染症の流⾏」(62％)を上回る結果となりました。

• BCP(事業継続計画)を「策定している」が13%と前回調査(2020年8⽉)から2pt増加した⼀⽅で、
いまだ約9割の企業が「未策定(策定予定・策定していない)」となっています。

• BCPを策定している企業の84％が、策定後のフォローや⾒直しなど、BCPが有効に機能する
ための取組みを継続しています。

2

65 62

41
33 32

15 13 12 11 11

50

64

20 25 27
5 5 3 4 7

自然災害
（地震・台風・

水害等）

感染症の
流行（新型
ｺﾛﾅ・ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞ等）

自然災害に
起因しない
事故（火災・
爆発・漏水・
断水・停電、
機器や設備

の故障・
通信障害等）

経営者・
役員・従業員
の不在（疾病・
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③ＢＣ Ｐ策定後のフ ォ ロ ー
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(％)
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調査月 業況DI 前月差

2021年5月
(n= 8,713) ▲28.4pt ▲1.3pt

6月
(n=  9,860) ▲27.3pt +1.1pt

7月
(n=  9,293) ▲25.9pt +1.4pt

9
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10

53
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37

37

36

良い 普通 悪い

3.8
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• 「現在の業況(景況感)」は、「悪い」が36％(前⽉差▲1pt)となり、業況ＤＩは▲25.9pt(前⽉差＋1.4pt)と
改善しました。

• 「将来の⾒通し」(将来ＤＩ)は3.8pt(前⽉差+0.6pt)と、ほぼ横ばいとなりました。
• 「売上⾼」「利益」は改善、「資⾦繰り」はほぼ横ばいとなりました。

(１) 各種DI(業況・売上・利益・資⾦繰り)

Ⅰ．景況感

3

売上高 利益 資金繰り
(％)

【現在の業況と将来の⾒通し】

将来ＤＩ(1年後の業況)

業況ＤＩ(現在の業況)

(pt)

現 在 の 業 況 将 来 の 見 通 し

※2020年3月は新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ調査を中止しました。

調査月 将来DI 前月差

2021年5月
(n=  8,645) ▲3.1pt ▲4.3pt

6月
(n=  9,879) 3.2pt ＋6.3pt

7月
(n=  9,238) 3.8pt ＋0.6pt

(％)(％)

調査月 売上高DI 前月差

2021年5月 ▲18.4pt ▲10.8pt

6月 ▲15.3pt ＋ 3.1pt

7月 ▲ 8.8pt ＋ 6.5pt

調査月 資金繰りDI 前月差

2021年5月 ▲ 7.1pt ▲ 3.7pt

6月 ▲ 6.9pt ＋ 0.2pt

7月 ▲ 6.3pt ＋ 0.6pt

調査月 利益DI 前月差

2021年5月 ▲18.1pt ▲ 8.4pt

6月 ▲15.3pt ＋ 2.8pt
7月 ▲11.3pt ＋ 4.0pt

(％) (％)

ＤＩ( Diffusion Index )＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)
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どちらともいえない
悪くなる
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65

29

27
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5月
（n=8,631）

6月
(n=9,833)

7月
(n=9,176)

改善した 変わらない 悪化した
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11

62

62

66

28

26
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5月
（n= 8,619）

6月
（n= 9,809）

7月
（n= 9,198）

改善した 変わらない 悪化した

7

7

6

79

79

81

14

14

13

5月
（n= 8,573）

6月
（n= 9,713）

6月
（n= 9,127）

改善した 変わらない 悪化した
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業種
回答件数

業況DI 前月差

製造業
1,843 ▲34.2 ＋ 2.8

1,720 ▲31.6 ＋ 2.6

建設業
2,224 ▲12.5 ＋ 1.2

2,093 ▲11.6 ＋ 1.0

卸・小売業
2,151 ▲37.7 ＋ 0.0

2,100 ▲35.2 ＋ 2.5

卸売業
1,015 ▲32.7 ＋ 2.1

979 ▲31.3 ＋ 1.5

小売業
1,136 ▲42.2 ▲ 1.8

1,121 ▲38.6 ＋ 3.5

サービス業
3,316 ▲26.8 ＋ 1.1

3,050 ▲26.3 ＋ 0.5

情報通信業
193 ▲23.3 ＋ 0.7

176 ▲14.8 ＋ 8.5

運輸業
341 ▲36.1 ＋ 4.6

321 ▲35.8 ＋ 0.2

不動産・物品賃貸業
642 ▲12.1 ＋ 1.3

576 ▲12.8 ▲ 0.7

宿泊・飲食サービス業
273 ▲72.5 ＋ 4.6

288 ▲70.5 ＋ 2.0

医療・福祉業
239 ▲16.3 ＋ 2.1

220 ▲16.4 ▲ 0.1

教育・学習支援業
53 ▲18.9 ＋ 3.3

56 ▲28.6 ▲ 9.7

生活関連サービス業、
娯楽業

334 ▲40.7 ▲ 6.0

278 ▲32.7 ＋ 8.0

学術研究、専門・技術
サービス業

322 ▲9.3 ＋ 8.5

288 ▲12.5 ▲ 3.2

その他サービス業
919 ▲24.9 ▲ 1.9

847 ▲24.1 ＋ 0.8
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51
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21

59

57

49
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59

43

23

44

42

45

35

27

43

22

75

29

36

42

25

33

良い 普通 悪い

4

(２)業種別 業況DI

• 業種別の業況DIは、前⽉と⽐べ改善している業種が多くなりました。「宿泊・飲⾷サービス業」
は改善が続いているものの、依然として低い⽔準(▲70.5pt)となっています。
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製造業 建設業 卸・小売業 ｻｰﾋﾞｽ業(pt)

(％)

【業況ＤＩ(業種別)の推移】

「悪い」全国平均(2021年7月調査)
36%

「良い」全国平均(2021年7月調査) 
10%

※上段：2021年6月調査
下段： 〃 7月調査 (pt) (pt)
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▲31.8
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5人以下 6～20人 21人以上(pt)

• 「従業員数21⼈以上」の企業で業況ＤＩが改善、それ以外の企業ではほぼ横ばいとなりました。

(３)従業員規模別 業況DI

▲29.4

▲24.8

▲46.9

▲19.1

▲27.4

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

2015.10 '16.1 '17.1 '17.7 '18.1 '19.1 '20.1 '21.1 '21.7

全体 製造業 建設業 卸・小売業 ｻｰﾋﾞｽ業

(４)従業員過不⾜DI
• 従業員過不⾜DIは、全体で▲29.4pt(前⽉差▲0.6pt)となりました。
• 2020年4⽉以前と⽐べて、すべての業種で⼈⼿不⾜感は低い⽔準にあるものの、依然として不⾜

感が継続しています。

人
手
不
足
感

高い

低い

(pt)

従業員規模
回答件数

業況DI 前月差

5人以下
4,571 ▲32.4 ＋0.0

4,261 ▲31.8 ＋0.6

6～20人
3,307 ▲24.0 ＋3.1

3,214 ▲23.5 ＋0.5

21人以上
1,899 ▲20.9 ▲0.1

1,747 ▲16.1 ＋4.8

(pt) (pt)

【業況ＤＩ(従業員規模別)の推移】

(％)
※上段：2021年6月調査

下段： 〃 7月調査

業種
回答件数

従業員
過不足DI 前月差

全体
9,801 ▲28.8 ▲0.9

9,276 ▲29.4 ▲0.6

製造業
1,846 ▲23.0 ▲1.1

1,712 ▲24.8 ▲1.8

建設業
2,209 ▲45.5 ▲0.4

2,093 ▲46.9 ▲1.4

卸・小売業
2,135 ▲19.9 ▲0.6

2,098 ▲19.1 ＋0.8

サービス業
3,289 ▲26.8 ▲1.1

3,043 ▲27.4 ▲0.6

(pt)

【従業員過不⾜ＤＩ(業種別)の推移】

(％)

※上段：2021年6月調査
下段： 〃 7月調査

(pt)

2017年7月より調査開始

8

11

14

52

55

56

40

34

30

3

4

1

3

3

66

67

51

76

68

32

29

48

22

30

3

5

1

3

2

66

68

52

75

69

31

28

47

23

29

過多 充足 不足

8

11

12

52

54

54

40

35

33

良い 普通 悪い
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▲23.3

2015
10

'16
1
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1

'18
1

'19
1

'20
1

'21
1

'21
7

▲13.1

▲60

▲45

▲30

▲15

0

15

2015
10

'16
1

'17
1

'18
1

'19
1

'20
1

'21
1

'21
7

2月 3月 4月 5月 6月 7月

業況ＤＩ ▲33.7 ▲28.2 ▲27.1 ▲28.4 ▲27.3 ▲25.9

＜全国平均の業況ＤＩ推移(直近６ヵ月)＞

6

(pt) 北海道 東北

東海北陸・甲信越

九州・沖縄

※１ ： 北関東 ＝ 茨城・栃木・群馬・埼玉 ※２ ： 南関東 ＝ 千葉・東京・神奈川 ※３ ： 関西＝滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

業況DI

▲28.6
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▲45

▲30

▲15
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▲27.9
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▲15

0

15

2015
10

'16
1

'17
1

'18
1

'19
1

'20
1

'21
1

'21
7
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1
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1
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1
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1
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7

関西※３

四国

南関東※２

中国

• 「東北」「北関東」の業況ＤＩが悪化、「東海」は横ばい、それ以外の7地域で改善しました。

(５)地域別 業況DI

北関東※１

(単位：pt)
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Ｑ１

Ⅱ．⾃然災害・感染症への備え
事業の継続に⽀障をきたすと想定しているリスク

65 62

41
33 32 15 13 12 11 11

50
64

20 25 27 5 5 3 4 7

自然災害
（地震・台風・

水害等）

感染症の
流行（新型
ｺﾛﾅ・ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞ等）

自然災害に
起因しない
事故（火災・
爆発・漏水・
断水・停電、
機器や設備

の故障・
通信障害等）

経営者・
役員・従業員
の不在（疾病・
負傷・死亡）

取引先の
倒産・合併・

買収

情報ｾｷｭﾘﾃｨ
上のﾘｽｸ

（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ
ｳｲﾙｽ感染・

情報漏えい
等）

自社や商品・
ｻｰﾋﾞｽに
対する

誹謗中傷など
の風評被害

役員・従業員
による

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
違反（偽装・
粉飾、重要

情報持出し、

各種ﾊﾗｽﾒﾝﾄ
等）

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ
ﾘｽｸ（製品の
欠陥、機械の
操作ミス等）

政治・経済
ﾘｽｸ（国内外

の戦争・テロ、
為替変動等）

2021年7月（n=9,395) 2020年8月（n=10,061)＜全体＞

業種

回答
件数

自然災害

(地震・台風・水害等)

感染症の流行
(新型コロナ・

インフルエンザ等)

自然災害に起因しない
事故(火災・爆発・漏水・
断水・停電、機器や設備

の故障・通信障害等)

経営者・役員・従業員
の不在

(疾病・負傷・死亡等)

製造業 1,717
建設業 2,132
卸・小売業 2,119

卸売業 994
小売業 1,125

サービス業 3,077
情報通信業 183
運輸業 325
不動産・物品賃貸業 584
宿泊・飲食サービス業 286
医療・福祉業 223
教育・学習支援業 55
生活関連サービス業、娯楽業 277
学術研究、専門・技術サービス業 300

67 

63 

66 

63 

69 

64 

51 

73 

70 

70 

65 

67 

70 

50 

49 

38 

38 

35 

40 

40 

45 

39 

43 

44 

35 

55 

43 

38 

62 

54 

64 

63 

64 

65 

61 

66 

54 

82 

81 

78 

71 

57 

34 

39 

30 

30 

29 

31 

32 

32 

28 

25 

39 

26 

27 

33 

Ｑ２ 災害への備えとして「実施している取組み」「今後、取組みたいこと」

45
38 35 28

26 22 19 19 13 12 10
8 811 13

9 17 13 11 14 11 12 12 14 13 9

社内の緊急
連絡体制
の整備

ｼｽﾃﾑ・
ﾃﾞー ﾀの

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ

消火器・
救急用品・
救難機材
の準備
（感染症
対策用品

含む）

食料・
飲料水
などの
備蓄
（最低
3日分）

災害時の
連絡通信

手段の確保

構内・
事業所の
整理整頓

取引先・
納入企業
など緊急
連絡体制
の整備

資金調達
手段の

確認・確保
(手元資金
の確保や

金融支援の
情報収集、

保険加入
等)

自家用
発電装置
など予備

電源・燃料
の確保

設備・
機器類の

耐震・
転倒防止

事務所・
工場・塀
などの

耐震性の
確認・補強

緊急時の
ｻﾎﾟー ﾄ・

業務連携
体制の構築
（同業他社・
関係団体・
地域間など

で構築）

浸水・
荷崩れ
の防止

実施している取組み（n=9,400) 今後、取組みたいこと（n=8,528)

• 事業の継続に⽀障をきたすと想定しているリスクは、「⾃然災害」 が65％と最も多く、前回調査
(2020年8⽉)で最多となった「感染症の流⾏」(62％)を上回る結果となりました。また、「⾃然災害
に起因しない事故」が41％と、⼤きく増加(＋21pt)しました。

• 「⾃然災害」では運輸業(73％)、 「感染症の流⾏」では宿泊・飲⾷サービス業(82％)と医療・福祉業
(81％)、 「⾃然災害に起因しない事故」では教育・学習⽀援業(55％)、「経営者・役員・従業員の不
在」では、建設業(39％)と医療・福祉業(39％)が多い結果となりました。

• 「実施している取組み」では、「社内の緊急連絡体制の整備」が45％と最も多く、次いで「システ
ム・データのバックアップ」が38％となりました。

• 「今後、取組みたいこと」では、「⾷料・飲料⽔などの備蓄」が17％と最も多くなりました。

※複数回答
(％)

※複数回答
(％)
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回答
件数

5人以下 4,091

6～10人 1,781

11～20人 1,327

21人以上 1,721

回答
件数

製造業 1,663

建設業 2,057

卸・小売業 2,011

卸売業 950

小売業 1,061

サービス業 2,951

情報通信業 174

運輸業 313

不動産・物品賃貸業 556

宿泊・飲食サービス業 267

医療・福祉業 214

教育・学習支援業 51

生活関連サービス業、娯楽業 269

学術研究、専門・技術サービス業 286

BCP(事業継続計画)の策定状況Ｑ３

• BCPを「策定している」が13%と、前回調査(2020年8⽉)から2pt増加した⼀⽅で、いまだ約9割の
企業が未策定(策定予定、策定予定なし)となっています。

• 従業員規模が⼤きいほど「策定している」が多く、業種別では、「情報通信業」(25％)、「医
療・福祉業」(24％)で多くなりました。

• 都道府県別では、「岩⼿」「⼭梨」「北海道」「茨城」などで「策定している」が20％以上とな
りました。

8

5

11

13

27

36

29

68

53

58

2019年7月調査
（n=6,631）

2020年8月調査
(n=9,487)

2021年7月調査
(n=9,004)

策定している 策定予定 策定予定なし

＜全体＞ ＜業種別＞

＜従業員規模別＞

＜都道府県別＞

7

11

14

26

22

33

37

39

71

56

49

35

(％)

(％)

(％)

15

11

11

11

10

14

25

15

9

11

24

18

13

11

30

30

30

34

27

29

32

41

21

31

39

33

26

27

55

59

60

55

64

58

43

44

71

59

37

49

61

62

割合(%) 順位

北
海
道
・東
北

北海道 21.7 3

青森 14.7 13

岩手 30.2 1

宮城 8.2 42

秋田 12.5 21

山形 11.4 32

福島 12.5 21

北
関
東

茨城 20.9 4

栃木 12.0 26

群馬 8.4 41

埼玉 11.7 28

南
関
東

千葉 10.3 36

東京 16.3 6

神奈川 10.1 37

北
陸
・甲
信
越

新潟 9.7 38

富山 5.7 46

石川 12.4 23

福井 15.0 11

山梨 22.2 2

長野 14.6 14

東
海

岐阜 16.1 7

静岡 14.8 12

愛知 12.3 24

三重 13.5 18

割合(%) 順位

関
西

滋賀 6.3 44

京都 10.3 35

大阪 9.4 39

兵庫 11.5 29

奈良 11.1 34

和歌山 18.4 5

中
国

鳥取 13.8 17

島根 15.7 9

岡山 13.0 20

広島 12.1 25

山口 11.3 33

四
国

徳島 2.8 47

香川 11.5 30

愛媛 15.6 10

高知 6.3 44

九
州
・沖
縄

福岡 11.5 31

佐賀 7.7 43

長崎 14.6 15

熊本 11.8 27

大分 13.0 19

宮崎 16.0 8

鹿児島 14.2 16

沖縄 8.9 40

「ＢＣＰを策定している」
と回答した割合

■ 20％以上
■ 15％以上 〜20％未満
■ 10％以上 〜15％未満
■ 5％以上 〜10％未満

5％未満

※BCPとは：企業が⾃然災害や感染症の流⾏などの緊急事態に遭遇した場合に、損害を最⼩限にとどめ、事業の継続
あるいは早期復旧を可能とするため、平常時に⾏うべき備えや緊急時の対応などをあらかじめ定めた計画。
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業種

回答
件数

風水害
(台風・豪雨・洪水等)

地震

感染症の流行
(新型ｺﾛﾅ・

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等)

自然災害に起因しない事故
(火災・爆発・漏水・断水・

停電、機器や設備の故障・
通信障害等)

製造業 722

建設業 791

卸・小売業 783

卸売業 415

小売業 368

サービス業 1,196

情報通信業 98

運輸業 172

不動産・物品賃貸業 151

宿泊・飲食サービス業 103

医療・福祉業 128

教育・学習支援業 26

生活関連サービス業、娯楽業 96

学術研究、専門・技術サービス業 105

9

Ｑ４ どのようなリスクに対して、BCPを策定しているか(策定予定か)

84

16

策定後にフォロー・
見直しを実施している

実施していない

ｎ=1,071 
(％)

• BCPで想定しているリスクは、「⾵⽔害」「地震」が65％と最も多くなりました。
• 「⾵⽔害」「地震」「感染症の流⾏」では、「医療・福祉業」の策定割合が最も⾼くなりました。

Ｑ５ BCP策定後のフォロー・⾒直し

65 65

50 
44

2 

風水害
(台風・豪雨・洪水等）

地震 感染症の流行
(新型ｺﾛﾅ・

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等）

自然災害に起因しない事故
(火災・爆発・漏水・断水・停電、

機器や設備の故障・通信障害等）

その他

66

67

65

65

66

63

55

69

64

62

77

65

64

55

50

40

25 25

10

緊急事態
発生時の

各従業員の
役割を周知

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ
している

ﾃﾞｰﾀなどの
現存を確認

平常時に
緊急事態の
発生を想定

した模擬訓練
（安否確認
訓練など）
を実施する

ことで有効性
を確認

ＢＣＰの
定期的な
見直し

その他ﾌｫﾛｰ
（応急救護
担当者の
普通救命
講習等）

①ＢＣ Ｐ策定後フ ォ ロ ーの実施有無 ② 実 施 内 容

• BCPを策定している企業の84％が、策定後のフォローや⾒直しなど、BCPが有効に機能するため
の取組みを継続しています。

• 実施内容は、「緊急事態発⽣時の各従業員の役割を周知」が50％と最も多く、次いで「バック
アップしているデータなどの現存を確認」が40％となりました。

ｎ=899
※複数回答

(％)

68

64

63

66

58

66

62

62

69

69

72

69

70

70

42

48

49

50

47

57

63

56

42

68

76

73

53

49

48

43

39

36

42

44

55

44

47

48

47

46

39

50

ｎ=3,619
※複数回答

(％)

※Q3で「BCPを策定している」を選択された⽅の回答

※Q3で「BCPを策定している」
「策定予定」を選択された⽅の回答
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(％)

10

Ｑ６ BCPの策定に向けての課題、策定しない理由

33

24

8
6 3 6

2018

25

7
5 4 5

36

策定する時間が
ない

策定する方法が
わからない

法令上の義務が
ない

金融機関・取引先
から特に要請
されていない

災害が発生した
場合でも

事業継続への
影響がない

その他 特に課題・理由
はない

策定予定（n=2,213） 策定予定なし（n=4,560）

• BCPを「策定予定」としている企業では、「策定する時間がない」が33％、次いで「策定する⽅
法がわからない」が24％となりました。

• 「策定予定なし」と回答した企業では、「策定する⽅法がわからない」が25％、「策定する時間
がない」が18％となりました。

＜BCPの策定状況別＞

※Q3で「BCPを策定予定」「策定予定なし」
を選択された⽅の回答

Ｑ７ BCPの策定に有益と思われる⽀援

52

39

26
18 16 12 5 7

様々な導入
事例（規模が
小さい企業

でも導入可能
な対応策など）

の紹介

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
などによる業
種ごとの例示
・雛形の提供

ＢＣＰ策定
のための

補助金・助成金
（ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞや
実践にかかる
経費補助等）

公的機関の
相談窓口

によるＢＣＰ
策定支援

ｾﾐﾅｰなど
による

情報提供

ＢＣＰを策定
した企業への

優遇措置
（入札や税制等）

ＢＣＰ策定の
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ
を依頼可能
な専門家・
民間企業

などの紹介

その他

ｎ=7,991
複数回答

(％)

• BCPの策定に有益と思われる⽀援は、「様々な導⼊事例の紹介」が52％と最も多く、次いで
「ガイドラインなどによる業種ごとの例⽰・雛形の提供」が39％となりました。

・ BCPの雛形提供だけではなく、実際の策定までをフォローしてもらえる仕組みがあるとありがたい。(東北/サービス業)
・ 被災経験者の話が⼀番信頼できるため、被災者の経験談をもとに策定された事例が知りたい。(東海/その他)
・ BCP策定に関する助成⾦を申請しているがなかなか通らない。売上減少が続くなか、⾃社の資源のみでBCPを整備する
のは難しいため、助成⾦の承認基準を緩和してほしい。 (南関東/製造業)

・ 災害等による緊急事態発⽣時に、⾃社の業務を継続するために何が必要かを最も把握しているのは、経営者や従業員
のはず。それらを⾃分事として真剣に考える機会を設け、継続的に啓蒙することが⼤切。(北陸・甲信越/サービス業)

経営者の声 ＢＣＰの策定に有益と思われる⽀援(⾃由回答)
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・ 中⼩企業ＢＣＰ策定運⽤⽅針 (中⼩企業庁) http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/

中⼩企業の特性や実状に基づいたＢＣＰの策定⽅法や継続的な運⽤⽅法を解説。

参考
情報

・ 「事業継続⼒強化計画」認定制度 (中⼩企業庁) https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm

中⼩企業が策定した防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業⼤⾂が認定する制度。
認定を受けた中⼩企業は、税制優遇や⾦融⽀援、補助⾦の加点などの⽀援策が受けられる。

・ 災害時の情報は「早さ」と「正確さ」が重要。平時から信頼できる情報収集先を選定している。(東北/卸・⼩売業)
・ 地域の企業同⼠でつながりを持つことで、被災時に物資などを融通し、助け合うことができた。(北関東/サービス業)
・ 事業継続⼒強化計画を策定する中で、住⺠拠点サービスステーションの存在を知り、災害時に燃料の供給を受けられる
ガソリンスタンドの場所を確認することができた。 (南関東/サービス業)

・ 停電や通信障害時に取引先と電話が繋がらず困った。他の連絡⽅法を確保しておくべきだった。(東北/卸・⼩売業)
・ 停電対策で⾃家発電機を設置したが、豪⾬による浸⽔で発電機が故障した。被災を想定した設置が重要だと痛感した。
(九州・沖縄/サービス業)

・ 防災⼠を招いた社内研修が好評だった。継続的な研修実施が重要と考えている。(関⻄/製造業)
・ ⾃社内の備えで7⽇間は業務が継続できるよう準備している。災害によっては、復旧までの⽇数がさらに⻑期間となる
ことも予想されるため、今後は業者間協定を結ぶなど外部と協⼒した対策も進めたい。 (東北/製造業)

経営者の声 ⾃然災害・感染症への備えとして、「準備しておいて役⽴ったこと」
「準備しておらず困ったこと」など(⾃由回答)

Ｑ８ BCPの策定による効果

経営者の声

＜全体・従業員規模別＞

52
46

27
19 13 7 6 7

43
35

17 13 20 11 5 13

48 44

23
18 13 6 6 8

53 49

31

15 13
9 8 5

59
52

33
24 9 5 5 4

災害などが発生
した際の優先順

位が明確化

事業継続リスク
に対する従業員
の意識が向上

業務の定型化・
マニュアル化が

進展

取引先からの信
頼度が向上（新
規取引開始時に
ＢＣＰ対応の有
無が求められた

場合など）

業務の改善・効
率化、在庫の適
正化、調達コス
トの削減などが

進展

金融機関からの
信頼度が向上

実際に事業継続
リスクに直面し
た際にスムーズ
に対応できた

その他

全体（n=1,028) 5人以下(n=256) 6～10人(n=177) 11～20人(n=176) 21人以上(n=413)

• BCP策定の効果は、「災害などが発⽣した際の優先順位が明確化」が52％と最も多く、次いで
「事業継続リスクに対する従業員の意識向上」が46％となりました。

• 回答の多かった上位3つは、いずれも従業員規模が⼤きいほど効果を感じていることがわかりま
した。

※複数回答
(％)

・ 策定したBCPを⾃社のHPで公開することで、地域での信頼が⾼まり、企業イメージが向上した。(関⻄/サービス業)
・ BCPの策定が応募条件となっている「⾃治体の助成⾦」を受け取ることができた。(関⻄/製造業)
・ ⾃社が所属する会員組織で、コロナ対応に関するBCPを紹介したところ、他のメンバーから安⼼と信頼をいただいた。
(北陸・甲信越/サービス業)

BCP策定によるその他の効果(⾃由回答)

※Q3で「BCPを策定している」を選択された⽅の回答

・ 事業継続⼒強化⽀援事業 (中⼩機構) https://www.smrj.go.jp/sme/enhancement/kyoujinnka/index.html

⾃然災害や感染症の事前対策、「事業継続⼒強化計画」について、シンポジウム・セミナーの開催や計画策定⽀援などを実施。

＜全体・従業員規模別＞

http://www.chusho.meti.go.jp/bcp/
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm
https://www.smrj.go.jp/sme/enhancement/kyoujinnka/index.html
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56

68

73

15

13

6

12

9

8

5 

5 

10 

12 

5 

4 

2019年7月調査
（n= 7,236）

2020年8月調査
(n=10,071)

2021年7月調査
(n= 9,108)

確認している
存在は知っているが、確認方法がわからない
存在は知っているが、確認する時間がない
存在は知っているが、現時点で確認する必要がない
存在を知らない

回答
件数

製造業 1,690

建設業 2,069

卸・小売業 2,041

卸売業 967

小売業 1,074

サービス業 2,982

情報通信業 178

運輸業 316

不動産・物品賃貸業 576

宿泊・飲食サービス業 271

医療・福祉業 214

教育・学習支援業 51

生活関連サービス業、娯楽業 272

学術研究、専門・技術サービス業 289

71

74

71

69

73

74

70

69

83

75

84

82

72

73

7

5

7

8

6

5

6

7

3

7

4

0

6

4

8

8

7

7

7

9

11

9

5

9

6

8

9

10

10 

10 

11 

11 

10 

9 

10 

11 

8 

7 

5 

8 

9 

12 

4 

3 

4 

5 

4 

4 

3 

4 

2 

3 

2 

2 

5 

2 

回答
件数

5人以下 4,160

6～10人 1,804

11～20人 1,334

21人以上 1,720

73

70

73

75

5

6

6

6

8

9

7

8

10 

10 

10 

9 

4 

4 

4 

2 

事業所所在地のハザードマップ(洪⽔、⼟砂災害など)の確認状況Ｑ９

• ハザードマップを「確認している」が73％と、前回調査(2020年8⽉)に⽐べ5pt増加しました。
• 業種別にみると、「医療・福祉業」で「確認している」が84％と最も多く、次いで「不動産・物

品賃貸業」が83％となりました。
• 都道府県別にみると、「⼭梨」「愛媛」「福島」などで「確認している」が多くなりました。

12

＜全体＞ ＜業種別＞

＜従業員規模別＞

＜都道府県別＞

(％)

(％)

(％)

割合(%) 順位

北
海
道
・東
北

北海道 61.4 43

青森 72.1 26

岩手 59.5 44

宮城 66.7 35

秋田 51.6 46

山形 78.2 11

福島 86.3 3

北
関
東

茨城 57.3 45

栃木 69.4 32

群馬 70.9 30

埼玉 77.1 16

南
関
東

千葉 72.6 24

東京 74.5 21

神奈川 77.4 15

北
陸
・甲
信
越

新潟 74.0 22

富山 73.6 23

石川 66.7 35

福井 71.3 28

山梨 87.2 1

長野 80.4 8

東
海

岐阜 66.4 38

静岡 77.8 12

愛知 70.3 31

三重 68.6 34

割合(%) 順位

関
西

滋賀 62.2 41

京都 78.2 10

大阪 66.4 37

兵庫 74.6 20

奈良 61.4 42

和歌山 76.6 17

中
国

鳥取 66.1 39

島根 76.5 18

岡山 82.5 6

広島 71.3 29

山口 77.8 12

四
国

徳島 80.0 9

香川 75.8 19

愛媛 86.7 2

高知 81.3 7

九
州
・沖
縄

福岡 69.3 33

佐賀 85.3 4

長崎 77.7 14

熊本 72.0 27

大分 72.1 25

宮崎 83.8 5

鹿児島 64.0 40

沖縄県 48.9 47

「ハザードマップを確認してい
る」と回答した割合

■ 80％以上
■ 75％以上 〜 80％未満
■ 70％以上 〜 75％未満
■ 65％以上 〜 70％未満

65％未満

・ 国土交通省ハザードマップポータルサイト
https://disaportal.gsi.go.jp/

参考情報

https://disaportal.gsi.go.jp/
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【DIの推移】

13

業況ＤＩ 将来ＤＩ
従業員過不足

ＤＩ

2018年 1月 0.4 7.9 ▲38.2
2月 0.5 8.0 ▲37.3
3月 ▲ 0.3 9.0 ▲41.8
4月 1.1 10.0 ▲43.0
5月 0.9 10.2 ▲40.6
6月 ▲ 0.8 9.3 ▲42.7
7月 ▲ 0.4 8.5 ▲42.0
8月 ▲ 1.1 6.6 ▲41.4
9月 ▲ 1.5 6.7 ▲42.1

10月 ▲ 1.0 5.9 ▲43.2
11月 ▲ 0.9 6.5 ▲42.2
12月 ▲ 0.6 6.6 ▲43.5

2019年 1月 ▲ 1.4 4.4 ▲42.1
2月 ▲ 3.0 5.2 ▲43.6
3月 ▲ 4.6 3.0 ▲43.9
4月 ▲ 5.4 1.1 ▲44.2
5月 ▲ 4.9 0.4 ▲44.0
6月 ▲ 8.9 ▲ 2.2 ▲40.7
7月 ▲ 9.8 ▲ 0.1 ▲42.1
8月 ▲ 9.5 ▲ 2.3 ▲41.9
9月 ▲10.5 ▲ 2.4 ▲43.1

10月 ▲10.4 ▲ 1.9 ▲42.9
11月 ▲ 9.6 ▲ 1.4 ▲42.8
12月 ▲10.4 ▲ 1.5 ▲41.4

2020年 1月 ▲12.0 ▲ 0.1 ▲39.3
2月 ▲15.7 ▲ 3.1 ▲40.7
3月 － － －

4月 ▲40.1 ▲32.5 ▲27.3
5月 ▲45.0 ▲24.9 ▲26.1
6月 ▲44.3 ▲14.9 ▲25.6
7月 ▲40.9 ▲11.4 ▲26.0
8月 ▲40.0 ▲11.6 ▲26.5
9月 ▲37.7 ▲ 5.4 ▲28.7

10月 ▲35.7 ▲ 2.3 ▲26.2
11月 ▲32.7 ▲ 1.8 ▲27.1
12月 ▲32.5 ▲ 2.8 ▲27.8

2021年 1月 ▲35.0 ▲ 5.3 ▲27.0
2月 ▲33.7 2.3 ▲28.3
3月 ▲28.2 4.5 ▲28.8
4月 ▲27.1 1.2 ▲29.6
5月 ▲28.4 ▲ 3.1 ▲27.9
6月 ▲27.3 3.2 ▲28.8
7⽉ ▲25.9 3.8 ▲29.4

業種
製造業 建設業 卸・小売業 サービス業

業況ＤＩ

2月 ▲45.9 ▲15.1 ▲43.5 ▲32.9
3月 ▲39.4 ▲11.0 ▲37.4 ▲28.1
4月 ▲34.1 ▲12.0 ▲37.8 ▲26.7
5月 ▲37.0 ▲13.7 ▲37.7 ▲27.9
6月 ▲34.2 ▲12.5 ▲37.7 ▲26.8
7月 ▲31.6 ▲11.6 ▲35.2 ▲26.3

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

2月 ▲20.1 ▲45.6 ▲20.1 ▲26.9
3月 ▲20.0 ▲47.2 ▲19.9 ▲27.3
4月 ▲23.3 ▲47.7 ▲20.3 ▲27.4
5月 ▲21.9 ▲45.1 ▲19.3 ▲25.7
6月 ▲23.0 ▲45.5 ▲19.9 ▲26.8
7月 ▲24.8 ▲46.9 ▲19.1 ▲27.3

従業員数 5人以下 6～20人 21人以上

業況ＤＩ

2月 ▲38.4 ▲30.0 ▲29.5
3月 ▲31.5 ▲26.1 ▲24.7
4月 ▲33.1 ▲24.4 ▲17.4
5月 ▲32.4 ▲27.1 ▲20.8
6月 ▲32.4 ▲24.0 ▲20.9
7月 ▲31.8 ▲23.5 ▲16.1

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

2月 ▲22.9 ▲31.5 ▲35.0
3月 ▲23.4 ▲33.3 ▲33.6
4月 ▲22.8 ▲35.6 ▲35.9
5月 ▲22.0 ▲31.9 ▲35.9
6月 ▲21.8 ▲33.5 ▲37.8
7月 ▲22.3 ▲34.4 ▲37.5

＜従業員規模別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞
(単位：pt)

＜業種別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞＜全体＞

※2020年3月は新型コロナウイルスの影響を踏まえ調査を中止。

(単位：pt)(単位：pt)

ＤＩ( Diffusion Index )＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)
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ＤＩ( Diffusion Index )

＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)

本社(大阪) 〒550-0002 大阪市西区江戸堀1丁目2番1号
電話 06-6447-6111(代表)

(東京) 〒103-6031 東京都中央区日本橋2丁目7番1号
電話 03-3272-6777(代表)
https://www.daido-life.co.jp/

＜地域別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞

14

北海道 東北 北関東 南関東 北陸・甲信越

業況ＤＩ

2021年 2月 ▲28.3 ▲35.0 ▲37.0 ▲36.1 ▲36.1
3月 ▲20.3 ▲26.0 ▲30.1 ▲30.5 ▲30.3
4月 ▲18.2 ▲25.7 ▲26.4 ▲29.5 ▲28.9
5月 ▲20.4 ▲28.6 ▲27.7 ▲30.1 ▲29.0
6月 ▲24.2 ▲23.8 ▲23.8 ▲29.2 ▲26.9
7月 ▲13.1 ▲30.5 ▲28.6 ▲25.8 ▲22.2

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

2021年 2月 ▲34.5 ▲31.0 ▲26.5 ▲27.6 ▲25.8
3月 ▲34.4 ▲31.9 ▲28.0 ▲24.2 ▲30.9
4月 ▲38.0 ▲38.6 ▲26.2 ▲27.8 ▲28.0
5月 ▲37.2 ▲29.3 ▲25.9 ▲27.1 ▲28.2
6月 ▲36.8 ▲35.7 ▲25.2 ▲25.0 ▲30.2
7月 ▲29.6 ▲36.4 ▲27.6 ▲25.8 ▲31.5

東海 関西 中国 四国 九州・沖縄

業況ＤＩ

2021年 2月 ▲33.5 ▲37.6 ▲28.8 ▲31.6 ▲22.8
3月 ▲27.0 ▲32.7 ▲23.7 ▲34.6 ▲21.4
4月 ▲29.0 ▲28.7 ▲22.1 ▲31.9 ▲23.7
5月 ▲29.8 ▲32.8 ▲24.0 ▲33.3 ▲20.3
6月 ▲28.1 ▲30.6 ▲27.2 ▲24.0 ▲24.2
7月 ▲28.1 ▲27.9 ▲26.6 ▲19.8 ▲23.3

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

2021年 2月 ▲26.5 ▲24.9 ▲35.1 ▲24.9 ▲32.5
3月 ▲28.1 ▲26.3 ▲33.9 ▲23.4 ▲33.8
4月 ▲29.1 ▲28.1 ▲33.3 ▲26.1 ▲30.4
5月 ▲26.2 ▲24.2 ▲33.9 ▲27.1 ▲30.8
6月 ▲28.5 ▲25.3 ▲36.1 ▲32.9 ▲32.5
7月 ▲28.4 ▲26.2 ▲32.8 ▲36.6 ▲33.8

(単位：pt)


